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Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・／1学校での教育方法内容の充実 担当所管　教育センター

現

在

  現行の推進計画上の取組（予定）の内容   取組後の課題

１　個別指導計画の作成
　作成に当たっては当該児童・生徒の保護者と意見交換を行うこと
　個別指導計画の市内共通の様式について、特別支援学級担任研修会等で協議し、各学校に
普及
２　学校生活支援シートの作成
　平成30年度より、学校生活支援シート（共通様式）を用いて活用。

１　個別指導計画及び学校生活支援シートの活用について
文部科学省が例年実施している「特別支援教育に関する調査」において、市内の全小・
中学校で、固定制学級・通級指導学級・特別支援教室の児童・生徒の個別指導計画の作
成は１００％となっている。しかし、学習上または生活上の困難さの軽減や克服等に向
け、適切に評価をしたり、指導内容を精選したりすることには課題が残る。この点につい
ては、「取組の成果（経年）」の３に示した、資料等を作成し対応しているが、課題解決に
至っていない。

２　個別指導計画の活用に関する研修について
　初めて特別支援学級等を担当する教員については、個別指導計画の作成に関する研
修を実施している。それ以外の教員（通常の学級、特別支援学級等）には、令和元年度
以降は研修を実施していない。

実

施

内

容

１　個別指導計画の共通様式による各校での作成について
　【市内小・中学校通常の学級、特別支援教室、情緒障害等通級指導学級】特別支援教育コー
デイネータ研修会等で協議を行い、平成29年度より、市内共通様式を用いて作成している。市内
共通様式の作成に際しては、都の様式（連携型・短期型）を参考とした。
　【固定制学級（知的障害・自閉症情緒障害）】当該児童・生徒の年間の個別指導計画及び、各
教科等の年間指導計画を複合した形で作成している学校もあり、固定制学級の共通様式は作
成していない。

２　個別指導計画に関する研修会の実施
　夏季集中研修として、平成28年度から平成30年度の3か年に、個別指導計画及び学校生活支
援シートの作成と活用に関する各小・中学校悉皆研修を実施した。また、学習障害の児童に関
する指導方法に特化した研修会を令和元年度実施した。

３　個別指導計画の作成に関する市教委資料の作成

第1回策定委員会　資料５

P.2－(5)
個別指導計画・学校生活支援シートの作成・活用

達成

評価

  取組の結果（経年）

  新　推進計画における取組内容（案）

１　個別指導計画の作成・活用マニュアルの作成
　個別指導計画の作成にあたっては、「実態の把握」「障害の特性や認知の特性を踏まえ
た具体的な手立ての検討」が必須となる。この2点が難しく、具体的な手立てを考えにく
い、指導に生かしにくいという声を踏まえ、マニュアルを作成し、市内小・中学校の通常の
学級等における、指導の充実を図る。

２　各種研修の実施
　特別支援学級を初めて担当する教員等を対象にした、個別指導計画の作成に密接に
かかわる「発達障害等の基礎的理解および手立て」等の研修を毎年度1学期に実施す
る。

関係法令や国・都・市の他の計画との関連性

＜１＞国・学習指導要領 ＜２＞都第二次第一期特別支援教育推進計画 ＜３＞多摩市の他の計画等との関連

新学習指導要領　総則

　個別の指導計画及び個別教育支

援計画の作成　特別支援学級に在

籍している児童・生徒は作成と活用

に関する規定

差別解消法附則第5条1項・同対応

指針　合理的配慮の留意点として明

記

同計画　33ページ

個別の教育支援計画による一貫した指導・

支援の推進　個別の教育委支援計画の作

成が必要な児童生徒の作成を平成38年度

（注：令和8年度）までに小・中・高校とも

100%を目指す。（平成27年度の現状

小学校84.5％、中80.2%　高等学校

37.7％）

同計画　96ページ

書式の改善を視野に入れ、国の動向も見定

めながら区市町村教育委員会を支援する

多摩市教育委員会教育指導課作成

平成31年度教育課程編成vision(平成

30年10月、定例校長会等で配布）に、

「個別指導計画及び学校生活支援シー

トの作成だけではなく、活用に努めること」

を留意事項として示す。
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現

在

  現行の推進計画上の取組（予定）の内容   取組後の課題

【職員と相談員の専門性を発揮し、機能分化を含めた再編を図り、質の高い相談業務
を効果的に行う】
①教職経験職員による保育園・幼稚園への行動観察、面談の実施
②心理士相談員による心理検査の実施・解釈、保護者への説明ほか専門性に特化し
た業務
以上のように機能分化を実施する。

【相談件数増加への対応】
・ここ数年で、就学相談等の相談件数増加が著しく、その対応にかなりの時間を費やす状
況にあるとともに、相談時間数の制約から質の低下も危惧される。
・ケースによって、教職経験者による行動観察、面談など、相談業務への関わりを増やし
てきているが、相談の主担当者である相談員の負担が増加している。
【学校への支援の必要性】
・転学、フォローアップ件数の増加からも、就学後、学校への支援の必要性が高まりつつ
ある。

実

施

内

容

  取組の結果（経年）
  新　推進計画における取組内容（案）

・平成28年度　試行としてマネジメントチームの中で、発達検査担当者1名を指名し、
発達検査
　の実施とフィードバックを実施した。
・平成29年度　引き続き、発達検査担当者を1名指名し、対応を行った。
・平成30年度　全員で発達検査を分担し、順次発達検査の対応を行った。

　この間、相談件数の増加に伴い、面談や行動観察、検査などの役割分担について
改めて検討を行ってきている。
①ケースにより行動観察や体験同行などを教職経験者が実施するなど、役割分担の
実施
②転学相談では、心理検査などを必要としないケースは教職経験職員のみによる相
談対応
③フォローアップ相談では、ケースに応じて教職経験者による相談の実施

１　相談方法の検討と相談体制の充実
　　相談件数の急増に伴い、より効率的な相談手法や、相談体制について検討をしていく
こと。
　　また、それに応えるために必要な専門職員の確保についても併せて検討していく。

２　学校への支援
　　相談件数の増加のほか、保護者の意向を最大限尊重し就学するケースも多く、就学
後の学校内における学習面・生活面・対人面での配慮について、マネジメントチームの教
職経験職員、心理士相談員それぞれの専門性を活かして、必要な助言や支援を積極的
に提供していく。
　　基本的には教職経験職員が学校を巡回し、フォローアップ相談を中心に実態把握に
努め、ケースによって心理士相談員が関わり、質の高い相談や学校への支援を実施して
いく。

3保護者への支援相談体制の充実 マネジメントチーム及び臨床心理士の機能分化・再編
達成

評価
Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・／
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P.7－(1)
担当所管　教育センター
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